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1 はじめに

　私鉄総連は、2015年度第４回中央委員会（2016年８月２日）に
おいて、「2016年秋季年末闘争方針（組織・職場総点検闘争）」を
決定しました。今回の職点闘争は、秋季年末闘争の原点に立ち返
り、組合員一人ひとりが組合組織と職場環境を足元から総点検
し、執行部と職場組合員の連携を再構築するものとして取り組む
ほか、安全に安心して働き続けるための職場環境づくりに努める
こととしています。西鉄労組では、この総連方針に基づき本方針
を起案し、組織の強化・発展、活動のさらなる前進と活性化を図
るとともに、17春闘勝利、憲法擁護、交通政策要求実現に向けて、
組織一丸となって闘争態勢の強化を図っていきます。

2 私たちを取り巻く情勢

⑴　経済・雇用情勢
　　2016年４～６月期の実質GDP成長率（内閣府）が、対前期＋

0.2％（年率＋0.7％）と、２四半期連続のプラス成長となるなど、
景気は緩やかな回復基調が続いています。先行きについては、
緩やかな持ち直しが続くことが予想されますが、中国経済の減
速やイギリスのＥＵ離脱問題など、海外経済による下振れリス
クには注意が必要です。

　　雇用情勢は、緩やかな改善が進んでいます。平成28年度地域
別最低賃金の全国平均は、対前年度＋25円となる823円（福岡
県は対前年度＋22円の765円）と、2002年度以降最大の上げ幅
となりました。また、８月の完全失業率は3.1％（対前月＋0.1）と、
低水準で推移しています。しかし、雇用者数が増加する一方で、
雇用者に占める非正規雇用者の割合は37.7％と高い状態が続い
ています。
⑵　労働法制
　　第192臨時国会は、9月26日に召集され、11月30日までの予

定でおこなわれます。安倍政権が提唱する「働き方改革」にあ
る「同一労働同一賃金」について、連合は「雇用形態間におけ
る均等待遇原則の法制化に向けた連合の考え方」の中で、「雇
用形態間の合理的理由のない処遇格差を禁止するための実効あ
る法規制の実現めざす」とした考え方を提起しています。

　　「労働基準法等改正案」の審議については、先の国会審議で
継続審議となった、①中小企業における月60時間超の時間外労
働への割増賃金率（50％以上）の適用猶予廃止、②特定高度専
門業務・成果型労働制（高度プロフェッショナル制度）の創設、
③企画業務型裁量労働制の対象業務に「課題解決型提案営業」
と「裁量的にPDCAを回す業務」を追加される内容となってい
ます。

　　また、新たに「解雇の金銭解決制度」などが提案される可能
性もあり、今後とも審議動向を注視しながら、労働諸法制の改
悪阻止に向け、民進党、連合の取り組みに積極的に参加してい

きます。
⑶　憲法問題
　　第24回参議院議員選挙の結果、憲法改正に前向きな政党に属

する議員が３分の２を超えたことから、既に３分の２を超えて
いる衆議院とともに、憲法改正の発議が可能となりました。安
倍首相は、改憲について、「自民党が作成した日本国憲法改正
草案をベースにしながら３分の２議席の構成に努める」と明言
しています。しかし、憲法改正草案は、現行憲法にある「武力
行使」を「永久にこれを放棄する」という記述が削除され、「国
防軍の保持」などが明記されるなど、憲法の基本原理である平
和主義を脅かす危険な内容となっています。

　　また、安全保障関連法が３月29日に施行されたことを受け
て、防衛省は南スーダンに派兵される自衛隊に対して、他国軍
と共に「防護という名の武力の使用を認める」訓練を開始し、
海外での武力行使、他国軍への後方支援など、平和憲法の理念
に逆行する動きがみられます。

　　憲法違反である「安全保障関連法」を廃止させるための取り
組みを引き続きおこなうとともに、憲法を擁護し、自衛隊の海
外派兵を許さず、日本を「戦争のできる国」にさせない取り組
みを強めていきます。

⑷　交通政策
　　改正地域公共交通活性化再生法・都市再生特措法に基づく「地

域公共交通網形成計画」は、８月23日現在、全国で181件が国
に提出されています。「地域公共交通再編実施計画」では、岐
阜市に続いて、飛騨市（岐阜県）、上尾市（埼玉県）、唐津市（佐
賀県）が認定され、具体的な地域公共交通の再編がスタートし
ています。地域との連携による地域公共交通の再編は、国土交
通省の各種統計からも、利用者減少に歯止めをかけ、地域の活
性化につながる効果が期待されることから、今後も地域公共交
通支援の柱となります。しかし、全国1718の自治体数からする
と、「地域公共交通網形成計画」の策定ですら1割強にとどまっ
ているのが現状です。

　　福岡市では、2007年８月より「福岡市地域公共交通会議」が設
置され、労働組合代表として西鉄労組も会議に参加しています。
また、2015年３月には、地域公共交通網形成計画にあたる「福
岡市総合交通戦略」が策定され、公共交通を主軸とした総合交
通体系づくりが進められています。今後も、自治体議員などと
連携しながら、地方自治体が交通政策に対する意識を高めるよ
う取り組みを進め、各計画の策定推進を図ります。

3 16秋闘 組織・職場総点検闘争の位置づけ
⑴　組織・職場総点検闘争は、組合組織と職場環境の点検をおこ

なうことで、安全に健康で安心して働き続けられる職場づくり
を中心に取り組みます。職点闘争を通じ、組合の組織運営、日
常の職場活動のあり方など、組織の現状を改めて見つめ直し、

組織力強化へ向けて、職場組合員一人ひとりが職点闘争に取り
組みます。職場から出された意見を集約するなかで、改善に向
けた丁寧な議論を踏まえ、組織運営や組合活動の活性化を図
り、より強固な組合組織をめざします。

⑵　16秋闘では、特に職場で深刻な問題となっている要員不足の
解消に向けた職場環境の整備も主眼となります。大切な人材を
確保するには、魅力ある職場環境づくり、人命を預かる責任や
厳しい労働に見合った賃金・労働条件の向上が必要であり、交
通政策要求を実現する取り組みを強化することも重要です。

　　また、15労働協約改定闘争での解決内容も含め、労働協約や
就業規則などの点検をおこなうことを基本に、産別組織全体で
取り組み、17春闘に向けた諸準備、そして17秋闘に向けた統一
要求項目の掘り起こしを進めていきます。

4 私鉄総連の重点項目
⑴　産業別統一闘争の強化、組合活動の強化に向けた組織・職場

総点検
⑵　組合役員と職場が連携し、全組合員が参加する職場総点検
⑶　労働関係諸法の改正・施行にともなう協定の実態点検
⑷　会社の経営状況、財務状況の把握
⑸　これまでの労協闘争における未解決事項の解決

5 たたかいの進め方
　16秋闘は組織・職場総点検闘争の年です。「総連2016秋季年末
闘争方針」に則り、安全に健康で安心して働き続けるための職場
環境づくりを求めるとともに、ワーク・ライフ・バランスの推進
を図るため、闘争委員会を設置し以下の項目について取り組むこ
ととします。

≪具体的な取り組み内容≫
⑴　職場施設の点検（宿泊所・折り返し場所など）

　職場施設点検では、改善すべき問題点を抽出し、改善すべき
内容については、分会処理、部門処理、本部処理のいずれかで
対処します。

⑵　職場運営における点検・調査
　労働協約全般にわたり、職場運営段階で遵守されているかを
点検調査します。本秋闘では、以下の６項目について調査をお
こなうこととします。
１．時間外労働または遅れ時分を適切に申告していますか。
２．年次有給休暇（計画・慰休）の取得ができていますか。
３．特別加算休暇を取得しましたか。 
４．育児にかかわる諸制度が取得しやすい環境ですか。
５．介護にかかわる諸制度が取得しやすい環境ですか。
６．子育て・介護支援特例勤務が取得しやすい環境ですか。

⑶　単組独自要求
　運輸業が主な事業である私たちの職場は長時間労働になりが
ちであり、仕事と育児・介護との両立が難しい、プライベート
の時間が十分確保できないといった悩みを抱える組合員は少な
くありません。西鉄労組では、2016年度運動方針において、ワー
ク・ライフ・バランスの実現に向けた取り組み推進を明記して
います。16秋闘では、具体的取り組みとして有給休暇取得促進
と長時間労働の是正に関する単組独自要求をおこなうこととし
ます。

　現在、西鉄の有給取得率は全体としては高水準で推移してい
ますが、一方で取得率が著しく低い職場もあり、職場間で大き
く異なる状況となっています。従って、職場に関係なく誰もが
取得しやすい環境整備を求めていきます。
　また、特に長時間労働になりがちな自動車乗務員において
は、長時間労働を是正することが、離職防止や新規採用の増加
に繋がるものと期待されます。一方、企業の社会的責任におい
て遵守すべき改善基準については、再三にわたり改善を申し入
れ施策を講じた結果、減少傾向にあるものの未だ違反が多発し
ている状況に変わりありません。従って、要員を確保し改善基
準を遵守することが将来にわたるバス事業の存続に繋がるもの
であるため、16秋闘において改めて最高拘束時間の短縮を要求
することとします。

１．年次有給休暇の更なる取得率向上を図るため、一斉取得
日を年間５日間設定するなどの環境を整備すること。
２．自動車乗務員の最高拘束時間を短縮すること。

≪スケジュール≫
　職点については、11月末までに集約、単組独自要求については、
11月１日に要求書を提出し、それぞれ年内解決に向けて交渉を進
めます。

2016秋闘に関する闘争委員会の設置と任務分担
⑴　目　的
　　2016年秋闘の闘争全般にわたる組織体制の確立と指示にあた

ります。
⑵　性　格
　①　組合規約第８条～第11条に定める執行委員会の拡大会議と

します。
　②　決議に採択を必要とする場合は、執行委員会でおこないま

す。
⑶　構　成
　　執行委員、特別執行委員、準特別執行委員
⑷　運営と権限
　①　総連の指令と具体化および独自の戦術
　②　戦術に臨む意思統一
　③　その他、執行委員会が必要と認めた事項

【組織および任務分担】
　　闘 争 委 員 長　　　佐　田
　　闘争副委員長　　　緒　方
　　闘 争 書 記 長　　　古　賀（孝）
１．交渉対策委員（資料作成・交渉実務・その他）
　　①対策委員：佐田・緒方・古賀（孝）・古賀（栄）
　　②交渉委員：古賀（孝）・古賀（栄）・山本・森・本間
２．戦術委員会（戦術の具体化と立案）
　　　緒方・古賀（孝）・古賀（栄）・山本・森・本間
３．組織・総務対策委員
　　（情報把握・指令・指示の伝達・交渉事項・その他）
　　　古賀（栄）・山本・森・本間・末次・川瀨
　　〔各部門担当〕
　　　自動車：松本、鉄道：渡辺、兼業：本間
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連携しながら、地方自治体が交通政策に対する意識を高めるよ
う取り組みを進め、各計画の策定推進を図ります。

3 16秋闘 組織・職場総点検闘争の位置づけ
⑴　組織・職場総点検闘争は、組合組織と職場環境の点検をおこ

なうことで、安全に健康で安心して働き続けられる職場づくり
を中心に取り組みます。職点闘争を通じ、組合の組織運営、日
常の職場活動のあり方など、組織の現状を改めて見つめ直し、

組織力強化へ向けて、職場組合員一人ひとりが職点闘争に取り
組みます。職場から出された意見を集約するなかで、改善に向
けた丁寧な議論を踏まえ、組織運営や組合活動の活性化を図
り、より強固な組合組織をめざします。

⑵　16秋闘では、特に職場で深刻な問題となっている要員不足の
解消に向けた職場環境の整備も主眼となります。大切な人材を
確保するには、魅力ある職場環境づくり、人命を預かる責任や
厳しい労働に見合った賃金・労働条件の向上が必要であり、交
通政策要求を実現する取り組みを強化することも重要です。

　　また、15労働協約改定闘争での解決内容も含め、労働協約や
就業規則などの点検をおこなうことを基本に、産別組織全体で
取り組み、17春闘に向けた諸準備、そして17秋闘に向けた統一
要求項目の掘り起こしを進めていきます。

4 私鉄総連の重点項目
⑴　産業別統一闘争の強化、組合活動の強化に向けた組織・職場

総点検
⑵　組合役員と職場が連携し、全組合員が参加する職場総点検
⑶　労働関係諸法の改正・施行にともなう協定の実態点検
⑷　会社の経営状況、財務状況の把握
⑸　これまでの労協闘争における未解決事項の解決

5 たたかいの進め方
　16秋闘は組織・職場総点検闘争の年です。「総連2016秋季年末
闘争方針」に則り、安全に健康で安心して働き続けるための職場
環境づくりを求めるとともに、ワーク・ライフ・バランスの推進
を図るため、闘争委員会を設置し以下の項目について取り組むこ
ととします。

≪具体的な取り組み内容≫
⑴　職場施設の点検（宿泊所・折り返し場所など）

　職場施設点検では、改善すべき問題点を抽出し、改善すべき
内容については、分会処理、部門処理、本部処理のいずれかで
対処します。
⑵　職場運営における点検・調査

　労働協約全般にわたり、職場運営段階で遵守されているかを
点検調査します。本秋闘では、以下の６項目について調査をお
こなうこととします。
１．時間外労働または遅れ時分を適切に申告していますか。
２．年次有給休暇（計画・慰休）の取得ができていますか。
３．特別加算休暇を取得しましたか。 
４．育児にかかわる諸制度が取得しやすい環境ですか。
５．介護にかかわる諸制度が取得しやすい環境ですか。
６．子育て・介護支援特例勤務が取得しやすい環境ですか。
⑶　単組独自要求

　運輸業が主な事業である私たちの職場は長時間労働になりが
ちであり、仕事と育児・介護との両立が難しい、プライベート
の時間が十分確保できないといった悩みを抱える組合員は少な
くありません。西鉄労組では、2016年度運動方針において、ワー
ク・ライフ・バランスの実現に向けた取り組み推進を明記して
います。16秋闘では、具体的取り組みとして有給休暇取得促進
と長時間労働の是正に関する単組独自要求をおこなうこととし
ます。

　現在、西鉄の有給取得率は全体としては高水準で推移してい
ますが、一方で取得率が著しく低い職場もあり、職場間で大き
く異なる状況となっています。従って、職場に関係なく誰もが
取得しやすい環境整備を求めていきます。
　また、特に長時間労働になりがちな自動車乗務員において
は、長時間労働を是正することが、離職防止や新規採用の増加
に繋がるものと期待されます。一方、企業の社会的責任におい
て遵守すべき改善基準については、再三にわたり改善を申し入
れ施策を講じた結果、減少傾向にあるものの未だ違反が多発し
ている状況に変わりありません。従って、要員を確保し改善基
準を遵守することが将来にわたるバス事業の存続に繋がるもの
であるため、16秋闘において改めて最高拘束時間の短縮を要求
することとします。

１．年次有給休暇の更なる取得率向上を図るため、一斉取得
日を年間５日間設定するなどの環境を整備すること。

２．自動車乗務員の最高拘束時間を短縮すること。

≪スケジュール≫
　職点については、11月末までに集約、単組独自要求については、
11月１日に要求書を提出し、それぞれ年内解決に向けて交渉を進
めます。

2016秋闘に関する闘争委員会の設置と任務分担
⑴　目　的
　　2016年秋闘の闘争全般にわたる組織体制の確立と指示にあた

ります。
⑵　性　格
　①　組合規約第８条～第11条に定める執行委員会の拡大会議と

します。
　②　決議に採択を必要とする場合は、執行委員会でおこないま

す。
⑶　構　成
　　執行委員、特別執行委員、準特別執行委員
⑷　運営と権限
　①　総連の指令と具体化および独自の戦術
　②　戦術に臨む意思統一
　③　その他、執行委員会が必要と認めた事項

【組織および任務分担】
　　闘 争 委 員 長　　　佐　田
　　闘争副委員長　　　緒　方
　　闘 争 書 記 長　　　古　賀（孝）
１．交渉対策委員（資料作成・交渉実務・その他）
　　①対策委員：佐田・緒方・古賀（孝）・古賀（栄）
　　②交渉委員：古賀（孝）・古賀（栄）・山本・森・本間
２．戦術委員会（戦術の具体化と立案）
　　　緒方・古賀（孝）・古賀（栄）・山本・森・本間
３．組織・総務対策委員
　　（情報把握・指令・指示の伝達・交渉事項・その他）
　　　古賀（栄）・山本・森・本間・末次・川瀨
　　〔各部門担当〕
　　　自動車：松本、鉄道：渡辺、兼業：本間
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